
 （単体発注・事前審査型）

沖縄県病院事業局　一般競争入札公告

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、一般競争入札(以下「入札」という。）を次の

とおり実施する。

沖縄県病院事業管理者
病院事業局長　本竹　秀光

１　業務概要

(1) 

(2) 

（別冊仕様書のとおり。）

(4) 契約締結日の翌日から令和7年3月24日まで

(5) 単体発注

(6) 事前審査型

適用する技術者単価
※本業務の予定価格は、左記に示す設計業務委託等技術者単価を適用して積算してお
り、入札参加者は同単価を適用して見積りを行い入札すること。

令和 6 年度

設計業務委託等技術者単
価

準備手続
（予算成立前）

※本手続は、次年度当初（補正）予算成立を前提とした年度開始（予算成立）前からの準備手続であり、予算成立後
に効力を生じる事業である。したがって、県議会において当初（補正）予算案が否決された場合は、契約を締結しな
い。また、次年度当初（補正）予算成立後においても、国庫支出金に係る交付申請等の手続の関係上、入札を延期す
る場合がある。

準備手続
（交付決定前）

※本手続は、国庫支出金に係る予算使用を前提とした事前準備手続であり、交付決定後に効力を生じる事業である。
したがって、交付申請等の手続の関係上、入札を延期する場合がある。

準備手続
（繰越承認前）

※本手続は、県議会における繰越承認を前提とした事前準備手続であり、議会承認後に効力を生じる事業である。し
たがって、県議会において、本業務に係る予算の繰越承認が否決された場合は、延期又は中止することがある。ま
た、予算の繰越承認後においても、国庫支出金に係る繰越(翌債)手続の関係上、入札を延期する場合がある。

※本業務に係る契約は、地方自治法第96条の規定に基づき沖縄県議会の議決を得る必要があるため、落札決定後は仮
契約を締結し、沖縄県議会の議決を経て通知したときに本契約となる。

令和6年10月28日

議会議決

(8) 

※本入札案件には最低制限価格が設定されているため、その申込みに係る価格が最低制限価格に満たない者は落札者
となることができない。

(3) 

業 務 名

履 行 場 所

履 行 期 限

発 注 形 態

資 格 審 査 方 法

そ の 他 適 用 の あ る
法 令 、 制 度 等

○
最低制限価格
制度

沖縄県立精和病院移転・統合基本設計基礎調査業務

沖縄県内

業 務 内 容
基本設計基礎調査業務

○

(7) 

債務負担行為工事 ※本業務は、債務負担行為に係る契約の特則の適用を受ける業務である。
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２　入札参加資格

　次に掲げる条件をすべて満たしている有資格業者であること。

(2) 

(4) 

(5) 

(6) 

(7) 

(9) 

自

至

令和5・6年度

　一般競争入札参加資格確認申請書（以下、「申請書」という。）の提出期限日から落札決定日までの期間に、本県の指名停止措置を受け
ていないこと。

建築一般

　(2)に表示する年度に沖縄県の測量及び建設コンサルタント等業務入札参加資格者名簿
において、(1)の業種区分①および②の登録がされていること。
　なお、会社更生法(平成14年法律第154号)に基づき更生手続開始の申立てがなされてい
る者又は民事再生法(平成11年法律第225号)に基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、入札参加資格の再認定を受けていること。

業 種 区 分 ② 土木関係コンサルタント

業 種 区 分 ①

(10) 

令和6年11月11日

対 象 業 務 ①

－ －

登 録 業 種 ②

　精神科救急を有する精神科病院の新築工事または増築工事で、以下のア若しくはイに該当する業務であること。
ア　基本設計業務（精神科病床数150床以上）
イ　実施設計業務（精神科病床数150床以上）

対 象 業 務 ③
　道路設計を含む委託業務で、以下のア若しくはイに該当する業務であること。
ア　道路基本設計業務（予備設計若しくは概略検討）
イ　道路実施設計業務

(8) 

対 象 業 務 ②

測量及び建設コンサルタ
ント等業務入札参加資格
者名簿

登 録 業 種 ①

都市計画及び地方計画

　(2)に表示する年度に沖縄県の測量及び建設コンサルタント等業務入札参加資格者名簿
において、(3)の登録業種①および②の登録がされていること。

　警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとして、沖縄県発注業務等からの排除要請があり、当
該状況が継続している者でないこと。

　入札に参加しようとする者の間に、以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと。
なお、以下の関係がある場合に、辞退する者を決めるために当事者間で連絡を取ることは、沖縄県土木建築部競争入札心得第３条第２項の
規定に抵触するものではない｡
　ア　資本関係
　　　　次のいずれかに該当する二者の場合
　　　　(ｱ) 子会社等(会社法（平成17年法律第86号）第２条第３号の２に規定する子会社等をいう。以下同じ）と親会社
　　　　　　等（同法同条第４号の２に規定する親会社等をいう。以下同じ。）の関係にある場合
　　　　(ｲ) 親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合
　イ　人的関係
　　　　次のいずれかに該当する二者の場合。ただし、(ｱ)については、会社等（会社法施行規則（平成18年法務省令第12
　　　号）第２条第３項第２号に規定する会社等をいう。以下同じ。）の一方が民事再生法（平成11年法律第225号）第２
　　　条第４号に規定する再生手続が存続中の会社等又は更生会社（会社更生法（平成14年法律第154号）第２条第７項に
　　　規定する更正会社をいう。）である場合を除く。
　　　　(ｱ) 一方の会社等の役員（会社法施行規則第２条第３項第３号に規定する役員のうち次に掲げる者をいう。以下同
　　　　　　じ。）が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合
　　　　　(1) 株式会社の取締役。ただし、次に掲げる者を除く。
　　   　　 (ⅰ) 会社法第２条第11号の２に規定する監査等委員会設置会社における監査等委員である取締役
 　  　　　 (ⅱ) 会社法第２条第12号に規定する指名委員会等設置会社における取締役
　　   　　 (ⅲ) 会社法第２条第15号に規定する社外取締役
　   　　　 (ⅳ) 会社法第348条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務を執行しないこととされている
　　　　　　　　 取締役
　　　　　(2) 会社法第402条に規定する指名委員会等設置会社のの執行役
　　　　　(3) 会社法第575条第１項に規定する持分会社（合名会社、合資会社又は合同会社をいう。）の社員（同法第590
　　　　　　　条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務を執行しないこととされている社員を除く。）
　　　　　(4) 組合の理事
　　　　　(5) その他業務を執行する者であって、(1)から(4)までに掲げる者に準ずる者
　　　　(ｲ) 一方の会社等の役員が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合
　　　　(ｳ) 一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合
　ウ　その他の入札の適正さが阻害されると認められる場合
　　　　組合（共同企業体を含む。）とその構成員が同一の入札に参加している場合その他上記ア又はイと同視しうる資本
　　　関係又は人的関係があると認められる場合

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。

対 象 期 間

※１ 他の地方公共団体は、地方自治法に規定する普通地方公共団体及び特別地方公共団体をいう。
※２ その他の公共団体は、公共組合（健康保険組合、土地区画整理組合、土地改良区、農業共済組合）、営造物法
人（公庫、公団、事業団）、地方三公社（土地開発公社、住宅供給公社、道路公団）をいう。
※３ 独立行政法人等は、独立行政法人、地方独立行政法人、国立大学法人、公立大学法人、地方共同法人をいう。
※４ 設計共同体の構成員としての業務実績は、出資比率20％以上のものに限り対象とする。

　地方自治体病院が主体となる複数病院の統合に係る新築工事または増築工事で、以下のア若しくはイに該当する
業務であること。
ア　基本設計業務（総病床数580床以上、床面積12,000m2以上）
イ　実施設計業務（総病床数580床以上、床面積12,000m2以上）

平成21年4月1日

有 資 格 者

建築関係コンサルタント

　左記の期間内に、国、他の地方公共団体（※１）、その他の公共団体（※２）又は独立
行政法人等（※３）（以下、「公共団体等」という。）において、下記の対象業務①～③
全ての業務実績を有すること。

備 考

業
務
実
績

地 域 要 件 沖縄県内 　左記に示す地域内に、営業所が存在すること。

(1) 

(3) 
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３　入札手続等

(1) 手続方法

(2) 仕様書等の配布 自 ～ 至

(3) 審査にかかる

申請書等の提出

（入札前）

まで

(4) 入札参加資格の確認

(5) 入札期日等

(6) 入札の辞退等

(7) 開札日時

(8) 落札者の決定方法

(火)

14:00(水)

https://byoinjigyokyoku.pref.okinawa.jp/

　本業務は、入札手続き（申請書の提出から落札者決定まで）を紙（書面）で行う案件である。

　入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限の日をもって行うものとし、その結果は、以下の日までにＦＡＸにて
通知し、追って原本を郵送する。

令和6年11月11日

配 布 方 法

令和6年10月28日

沖縄県病院事業局 総務企画課・経営課・管理課ホームページ内からダウンロード

(担当) 高安

問 い 合 せ 先

令和6年11月12日

提 出 先

〒900-8570　沖縄県那覇市泉崎１丁目２番２号（沖縄県庁舎４階）

提出
部数

1部
沖縄県病院事業局　経営課　施設整備・ＩＣＴ推進班

(電話番号)　098－866－2636

　本入札の参加希望者は、入札参加資格を有することを証明するため、申請書等を提出し、契約担当者から入札参加
資格の有無について確認を受けなければならない。
　なお、期限までに申請書等を提出しない者並びに入札参加資格がないと認められた者は、本入札に参加することが
できない。

提 出 期 限

沖縄県病院事業局　経営課　施設整備・ＩＣＴ推進班 電話番号 098-866-2636

提 出 方 法 持参又は郵送（提出期限必着。郵送による場合は、簡易書留郵便とする。）

紙
入
札

令和6年11月11日期 間

17:00(月)

(1) 入札者は、自己の印鑑を必ず持参すること。
(2) この公告の記載に従い、入札書、委任状には業務名及び引渡場所を記入すること。
(3) 代理人が入札を行う場合、委任状を持参すること。委任状の提出がない場合は、入札に参加す
ることができない。なお、委任状は、代理人の印では訂正できない。

持 参 場 所
紙入札

入札の方法

　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算し
た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札
価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。

令和6年11月13日 14:00(水)

(1)申請書等の提出後、都合により入札を辞退する場合は、入札締切日時の前までに入札辞退届（任意様式）を提出
すること。
  (沖縄県土木建築部契約関係例規集＞2－8　参照)

※【沖縄県土木建築部契約関係例規集】
　https://www.pref.okinawa.jp/shigoto/nyusatsukeiyaku/1012089/1015978.html

(2)落札決定後、入札を辞退する場合は、指名停止する場合がある。
  (沖縄県土木建築部契約関係例規集＞1－4　参照)

(1) 第１回目の入札に際し、入札書に記載される入札金額に対応した業務費内訳書（様式自由）を
提出すること。
(2) 業務費内訳書には、作成年月日、業務名、種別、細目に相当する項目に対応するものの単位、
数量、単価及び金額を明らかにし、商号又は名称並びに住所及び代表者名を記載するとともに、代
表者印を押印すること。（別添数量書を参照）
(3) 提出された業務費内訳書について、契約担当者（これらの者の補助者を含む。）が説明を求め
ることがある。

持 参 日 時

紙入札時の
注意事項

業務費内訳書の
提出

令和6年11月13日

沖縄県土木建築部第２入札室（県庁11階）

　開札後、予定価格の範囲内で有効な最低の価格をもって入札を行った者を落札者とする。
　なお、最低価格で入札をした者が２者以上いる場合は、くじにより１位の者を定め落札者とする。
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(9) 本入札に係る資料の

取扱い

４　入札保証金及び契約保証金

(1) 入札保証金

17:00 まで

まで

まで

以下により、納付の必要あり（沖縄県病院事業局財務規程第132条）

　入札保証金の金額等は、見積る契約金額の100分の５以上とする。ただし、次のいずれかに該当す
ると認められたときは、入札保証金の全部又は一部の納付を免除することができる。
　ア　競争入札に参加しようとする者が入札保証金以上の金額につき、保険会社との間に沖縄県病院事業局（以下
　　「局」という。）を被保険者とする入札保証保険契約を締結し、その証書を提出した場合
　イ　国（独立行政法人、公社及び公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくす
　　る契約を締結した実績を有し、これらのうち過去２箇年の間に履行期限が到来した二以上の契約
　　を全て誠実に履行したことを証明する書類を提出した場合

　※１　入札保証金の金額等とは、有価証券等の総額、金融機関の入札保証金額及び入札保証保険に
　　　係る保険金額を含む。
　※２　見積る契約金額とは、入札参加者が消費税法に係る課税事業者であるか、免税事業者である
　　　かを問わず、入札金額に消費税及び地方消費税相当額を加えたものをいう。
　※３　一度提出された入札保証金の納付等の変更はできないものとする。

連絡先　098-866-2636

②局が発行する納入通知書により金融機関で納付後、令和6年11月12日（火）17:00 まで
に当該受領書（写し）を上記提出先に提出。

提 出 方 法

入札保証金
（現金の場合）

【沖縄県土木建築部契約関係例規集>2-13】
https://www.pref.okinawa.jp/shigoto/nyusatsukeiyaku/1012089/1015978.html

提 出 先

①令和6年11月12日（火）正午 までに「入札保証金納付書発行依頼書」及び「債務者登録
票」を上記提出先に提出。　※事前に電話連絡すること。

〒900-8570　沖縄県那覇市泉崎１丁目２番２号　（沖縄県庁舎４階）

沖縄県病院事業局　経営課　施設整備・ＩＣＴ推進班（担当者：高安）提出先

保険期間又は保証期間は、入札日から2か月とする。

〒900-8570　沖縄県那覇市泉崎１丁目２番２号　（沖縄県庁舎４階）

有価証券等

連絡先　098-866-2636

提 出 方 法

そ の 他

受入日時・受入方法等の調整があるので、事前に上記担当者まで電話連絡すること。

沖縄県病院事業局　経営課　施設整備・ＩＣＴ推進班（担当者：高安）

提 出 方 法 持参又は郵送（提出期限必着。郵送による場合は、簡易書留郵便とする。）

そ の 他

沖縄県病院事業局財務規程第132条第２項第３号に該当する２件以上の実績を、配布資料
『地方公共団体等契約状況』に記載の上、次の①、②と併せて提出すること。
①契約書の写し（当初契約書から業務完了までの改定契約書を含む。）
②業務完了が分かる資料の写し（検査結果通知書等）

連絡先　098-866-2636

提出先過去２箇年
の間に国又
は地方公共
団体等との
実績により
免除に該当
す る 場 合

提 出 期 限 令和6年11月12日

(ア)申請書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。
(イ)契約担当者は、入札参加資格の確認のため以外に、提出された申請書等を使用しない。
(ウ)申請書等の修正、差し替え、追加、再提出（以下「修正等」という。）は、提出期限内に限り
　　認める。提出期限後に、書類の記載漏れや添付漏れ等が見付かった場合は、入札参加資格なしと
　　なり、落札者となることはできない。
(エ)提出期限を過ぎた場合、申請書等は受け付けない。
(オ)提出された申請書等は、返却しない。
(カ)申請書等及び追加資料に虚偽の記載をした場合においては、指名停止措置要領に基づく指名停止
　　を行う事がある。

入札保証保
険証券・入
札保証書・
契約保証予
約 証 書 持参又は郵送（提出期限必着。郵送による場合は、簡易書留郵便とする。）

提 出 期 限 令和6年11月12日

令和6年11月12日

〒900-8570　沖縄県那覇市泉崎１丁目２番２号　（沖縄県庁舎４階）

提 出 期 限

　なお、次の者は入札に関する条件に違反したものとして、その入札を無効とする。
  (1) 期限までに入札保証金の納付、若しくは納付に代わる上記ア、イのいずれかに係る書類の提出
　　　のない者
  (2) 入札保証金の金額等並びに契約保証予約に係る額が上記の条件に満たない場合
  (3) 入札保証金等の納付等に係る書類に不備があった場合

沖縄県病院事業局　経営課　施設整備・ＩＣＴ推進班（担当者：高安）

(火)

(火) 17:00

(火) 17:00
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(2) 契約保証金

５　その他の事項

(1) 入札の無効

(2) 支払条件 精算払いとする。

(3) 契約締結の時期等

(4) 業務委託料の変更等

(5) 入札参加者等の

遵守事項

６　本公告に関する質問及び回答

(1) 入札・契約手続

に関すること

電話:

(2) 上記(1)以外に

関すること

から

から まで

７　苦情申立て

(1) 入札参加資格が無

いと認められた者

がその理由に対し

て不服がある場合

上記、質問書提出先と同じ。

※【沖縄県土木建築部契約関係例規集＞1－4】
　https://www.pref.okinawa.jp/shigoto/nyusatsukeiyaku/1012089/1015978.html

　本公告に示した入札参加資格を有しない者のした入札、申請書等に虚偽の記載をした者のした入札及び入札に関す
る条件に違反した入札は無効とする。
　また、申請書等に虚偽の記載があった場合、「沖縄県における工事等請負契約に係る指名停止等措置要領」（※）
に基づく指名停止を行うことがある。

電話:

(1) 本業務に係る契約は、落札者の決定後７日以内に締結する。ただし、契約担当者が特に指示したときは、この限
りでない。
(2) 契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

　契約保証金の率は、契約金額の100分の10以上とする。但し、以下のいずれかに該当すると認められるときは、契
約保証金の全部又は一部の納付を免除することができる。（沖縄県病院事業局財務規程133条関係）
　(1) 契約の相手が保険会社との間に局を被保険者とする履行保証保険契約を締結したとき。
　(2) 契約の相手が国（独立行政法人、公社及び公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする
　　　契約を締結した実績を有し、これらのうち過去２箇年の間に履行期限が到来した二以上の契約を全て誠実に
　　　履行し、かつ、契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。

問い合せ先

098-866-2636

回 答 方 法

期間
※上記期間の土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、午前9時から午後5時まで

沖縄県病院事業局　経営課　施設整備・ICT推進班　担当者：高安

提 出 方 法 　書面（様式自由）を持参又は郵送（提出期限必着。郵送による場合は、簡易書留郵便とする。）

提 出 期 限   入札参加資格確認結果の通知を行った日の翌日から起算して５日以内（休日を除く。）とする。

提 出 先

　入札参加資格がないと認められた者は、入札参加資格がないと認めた理由について、契約担当者に対し説明を求め
ることができる。
　契約担当者は、説明を求められたときは、苦情申立て期限日の翌日から起算して５日以内（休日を除く。）に説明
を求めた者に対し書面をもって回答する。

令和6年11月6日

　質問に対する回答書は以下の期間、沖縄県病院事業局 総務企画課・経営課・管理課ホームページ内
に掲載する。

令和6年11月13日(水) (水)

　本業務の契約締結後、本業務の業務委託料の変更協議をする場合及び本業務と関連する業務を本業務受注者と随意
契約する場合、変更協議又は関連する業務の予定価格の算定は、本業務の請負比率（元契約額÷元設計額）を変更設
計額又は関連業務の設計額に乗じた額で行う。

　持参又はＦＡＸ　※ＦＡＸで提出する場合は、必ず電話で到達確認を行うこと。

沖縄県那覇市泉崎１丁目２番２号　沖縄県庁舎4階

沖縄県病院事業局　経営課　施設整備・ICT推進班　担当者：高安

沖縄県那覇市泉崎１丁目２番２号　沖縄県庁舎4階

提 出 方 法

※上記期間の土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、午前9時から午後5時まで
提 出 期 間

令和6年10月28日

098-866-2636

質 問 書
提 出 先

沖縄県病院事業局　経営課　施設整備・ICT推進班　担当者：高安

問い合せ先

(月) 令和6年11月1日 (金)

ＦＡＸ: 098－866－2565

　入札参加者は、「沖縄県土木建築部競争入札心得（※）」、「入札説明書」及び「仕様書」等を熟読し、これを遵
守すること。

 ※【沖縄県土木建築部契約関係例規集＞1－13】
　https://www.pref.okinawa.jp/shigoto/nyusatsukeiyaku/1012089/1015978.html
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